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大和市条例第４号 

 大和市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年３月３０日 

                          大和市長 大 木  哲   

 

大和市条例第４号 

大和市手数料条例の一部を改正する条例 

大和市手数料条例（昭和２６年大和町条例第９号）の一部を次のように改正する。 

別表諸証明、写しの交付及び閲覧関係の表第３号中「住民票」の次に「又は除票」を加

え、同表第６号中「住民票又は戸籍の附票の写し」を「住民票の写し又は除票の写し」に

改め、同表中第８号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

７ 戸籍の附票の写し又は戸籍の附票の除票の写

しの交付手数料 

１通につき ３００円

別表行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律関係の

表第１号を削り、同表第２号中「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律施行令（平成２６年政令第１５５号）第１５条の規定に基づく返納後の

個人番号カードの再交付手数料又は省令第２８条の規定に基づく」を「行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２

条第７項に規定する」に改め、同号を同表第１号とする。 

別表都市の低炭素化の促進に関する法律関係の表第１号を次のように改める。 

１ 都市の低炭素

化の促進に関

する法律（平

成２４年法律

第８４号。以

下この表にお

いて「法」とい

う。）第５３条

第１項の規定

に基づく低炭

素建築物新築

(1) (2)に該

当する場合

以外の場合

 

ア 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に

供する部分を有しないものに限る。以下この表

において同じ。）の場合 ３４，０００円 

イ 共同住宅等（共同住宅、長屋その他の一戸建

ての住宅以外の住宅をいう。以下この表におい

て同じ。）の住宅部分（人の居住の用に供する建

築物の部分をいう。以下この表において同じ。）

の場合（住宅部分のみの申請をする場合に限

る。） 次に掲げる当該共同住宅等に係る計画の

認定について同時に申請された住戸の数（以下

この表において「申請戸数」という。）の区分に
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 等計画の認定

申請手数料

（次号に該当

する場合を除

く。） 

 応じ、それぞれ次に定める額 

(ｱ) 申請戸数が１戸の共同住宅等 ３４，０００円

(ｲ) 申請戸数が１戸を超え５戸以内の共同住宅

等 ６９，０００円 

(ｳ) 申請戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住

  宅等 ９７，０００円 

   (ｴ) 申請戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同

  住宅等 １４０，０００円 

(ｵ) 申請戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同

  住宅等 ２００，０００円 

(ｶ) 申請戸数が５０戸を超え１００戸以内の共

  同住宅等 ２８０，０００円 

(ｷ) 申請戸数が１００戸を超え２００戸以内の

  共同住宅等 ３８０，０００円 

(ｸ) 申請戸数が２００戸を超え３００戸以内の

  共同住宅等 ５００，０００円 

(ｹ) 申請戸数が３００戸を超える共同住宅等 

  ５９０，０００円 

ウ 一の建築物（一戸建ての住宅を除く。以下こ

の表において同じ。）の場合（同時に住宅部分の

申請をする場合を含む。） 当該申請に係る建築

物の部分について、次に掲げる建築物の部分（共

用部分（共同住宅の住宅部分以外の部分をいう。

以下この表において同じ。）の審査を要しない場

合にあっては、次の(ｱ)及び(ｳ)に掲げる建築物

の部分）の区分に応じ、それぞれ次に定める額

を合算した額 

(ｱ) 共同住宅等の住宅部分 次に掲げる共同住

宅等の総戸数の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

ａ 総戸数が１戸の共同住宅等 ３４，０００円
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ｂ 総戸数が１戸を超え５戸以内の共同住宅

等 ６９，０００円 

ｃ 総戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住

宅等 ９７，０００円 

ｄ 総戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同

住宅等 １４０，０００円 

   ｅ 総戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同

住宅等 ２００，０００円 

ｆ 総戸数が５０戸を超え１００戸以内の共

同住宅等 ２８０，０００円 

ｇ 総戸数が１００戸を超え２００戸以内の

共同住宅等 ３８０，０００円 

ｈ 総戸数が２００戸を超え３００戸以内の

共同住宅等 ５００，０００円 

ｉ 総戸数が３００戸を超える共同住宅等 

   ５９０，０００円 

(ｲ) 共用部分 次に掲げる共用部分の床面積の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以内

の建築物 １１０，０００円 

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超

え２，０００平方メートル以内の建築物 

   １８０，０００円 

ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートル

を超え５，０００平方メートル以内の建築

物 ２８０，０００円 

ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内の建

築物 ３６０，０００円 

ｅ 床面積の合計が１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平方メートル以内の
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建築物 ４３０，０００円 

ｆ 床面積の合計が２５，０００平方メート

ルを超える建築物 ５００，０００円 

(ｳ) 非住宅部分（建築物の住宅部分及び共用部

分以外の部分をいう。以下この表において同

じ。） 次に掲げる非住宅部分の床面積の区分

   に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以内

の建築物 ２４０，０００円 

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超

え２，０００平方メートル以内の建築物 

   ３８０，０００円 

ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートル

を超え５，０００平方メートル以内の建築

物 ５５０，０００円 

ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内の建

築物 ６７０，０００円 

ｅ 床面積の合計が１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平方メートル以内の

建築物 ７９０，０００円 

ｆ 床面積の合計が２５，０００平方メート

ルを超える建築物 ９００，０００円 

  (2) 法第５４

条第１項各

号に掲げる

基準に適合

しているこ

とにつき、

あらかじめ

登録住宅性 

ア 一戸建ての住宅の場合 ４，９００円 

イ 共同住宅等の住宅部分の場合（住宅部分のみ

の申請をする場合に限る。） 次に掲げる申請

戸数の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

(ｱ) 申請戸数が１戸の共同住宅等 ４，９００円 

(ｲ) 申請戸数が１戸を超え５戸以内の共同住宅

  等 ９，６００円 

(ｳ) 申請戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住
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  能評価機関

又は建築物

のエネルギ

ー消費性能

の向上に関

す る 法 律

  宅等 １６，０００円 

(ｴ) 申請戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同

  住宅等 ２７，０００円 

(ｵ) 申請戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同

  住宅等 ４５，０００円 

(ｶ) 申請戸数が５０戸を超え１００戸以内の共

  （平成２７

年 法 律 第

５３号）第

１５条第１

項に規定す

る登録建築

物エネルギ

ー消費性能

判 定 機 関

（以下「登

録住宅性能

評 価 機 関

等 」 と い

う。）による

審査を受け

た場合 

  同住宅等 ８１，０００円 

(ｷ) 申請戸数が１００戸を超え２００戸以内の

  共同住宅等 １３０，０００円 

(ｸ) 申請戸数が２００戸を超え３００戸以内の

  共同住宅等 １６０，０００円 

(ｹ) 申請戸数が３００戸を超える共同住宅等 

  １７０，０００円 

ウ 一の建築物の場合（同時に住宅部分の申請を

する場合を含む。） 当該申請に係る建築物の

部分について、次に掲げる建築物の部分（共用

部分の審査を要しない場合にあっては、次の

(ｱ)及び(ｳ)に掲げる建築物の部分）の区分に応

じ、それぞれ次に定める額を合算した額 

(ｱ) 共同住宅等の住宅部分 次に掲げる共同住

宅等の総戸数の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

ａ 総戸数が１戸の共同住宅等 ４，９００円

ｂ 総戸数が１戸を超え５戸以内の共同住宅

等 ９，６００円 

ｃ 総戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住

宅等 １６，０００円 

ｄ 総戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同

住宅等 ２７，０００円 

ｅ 総戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同

住宅等 ４５，０００円 
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ｆ 総戸数が５０戸を超え１００戸以内の共

同住宅等 ８１，０００円 

ｇ 総戸数が１００戸を超え２００戸以内の

共同住宅等 １３０，０００円 

ｈ 総戸数が２００戸を超え３００戸以内の

共同住宅等 １６０，０００円 

   ｉ 総戸数が３００戸を超える共同住宅等 

１７０，０００円 

(ｲ) 共用部分 次に掲げる共用部分の床面積の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以内

の建築物 ９，６００円 

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超

え２，０００平方メートル以内の建築物 

   ２７，０００円 

ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートル

を超え５，０００平方メートル以内の建築

物 ８１，０００円 

ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方メートル以内の建

築物 １３０，０００円 

ｅ 床面積の合計が１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平方メートル以内の

建築物 １６０，０００円 

ｆ 床面積の合計が２５，０００平方メート

ルを超える建築物 ２００，０００円 

(ｳ) 非住宅部分 次に掲げる非住宅部分の床面

積の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以内

の建築物 ９，６００円 

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超
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え２，０００平方メートル以内の建築物 

   ２７，０００円 

ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートル

を超え５，０００平方メートル以内の建築

物 ８１，０００円 

ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートル

   を超え１０，０００平方メートル以内の建

築物 １３０，０００円 

ｅ 床面積の合計が１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平方メートル以内の

建築物 １６０，０００円 

ｆ 床面積の合計が２５，０００平方メート

ルを超える建築物 ２００，０００円 

別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係の表第５号中「住宅部分を

いう。」の次に「ただし、共用部分（住宅部分のうち住戸以外の部分をいう。）の審査を要

しない場合にあっては、共用部分を除く。」を加え、同表第９号中「第１条第１項第３号

ロ」の次に「（同項第２号イ(2)に適合するものとして申請され、かつ、住宅部分の設計一

次エネルギー消費量（同項第１号イに規定する設計一次エネルギー消費量をいう。以下こ

の表において同じ。）が同項第２号ロ(2)の一次エネルギー消費量モデル住宅の設計一次

エネルギー消費量として算出された場合を除く。）」を加える。 

附 則 

この条例中別表行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律関係の表第１号を削り、同表第２号を改め、同号を同表第１号とする改正規定は情報

通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化

及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一

部を改正する法律（令和元年法律第１６号）附則第１条第６号に規定する政令で定める日

から、その他の改正規定は公布の日から施行する。 


